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１．ＷＴの目的 

○動物愛護法の改正を検討し、動物愛護管理のあり方について議論する。 

○外来生物法の施行準備状況をフォローアップし、適切な施行について議論する。 

 

２．ＷＴの活動 

11/11（木） 【第１回】 ヒアリング 

外来生物法の基本方針と特定外来生物種の選定について 

（１）環境省 野生生物課 名執芳博課長 より 

（２）ＷＷＦ他ＮＧＯ特定外来生物種選定作業メンバー より 

 

11/12（金） 【第２回】 ヒアリング 

動物虐待の定義、動物虐待と犯罪の関係について 

（１）警察庁より  （２）動物との共生を考える連絡会より 

 

11/19（金） 【第３回】 ヒアリング 

（１）環境省より 動物愛護管理のあり方検討会について 

（２）(社)日本動物福祉協会より 中越地震での動物救済活動について 

 

11/25（木） 【第４回】 ヒアリング 

動物実験施設及び実験動物取扱業の規制について 

（１）実験動物取扱業者より  （２）文科省より  （３）地球生物会議（ＡＬＩＶＥ）より 

 

（環境部門会議での取り組み） 

04/02/05 マイクロチップの導入について、日本獣医師会からヒアリング 

04/04/22 動愛法について 環境省、ＮＧＯからヒアリング 

04/05/20 動物の愛護管理について、全国ペット小売業協会よりヒアリング 

04/05/26 動物愛護法改正ＷＴ（城島正光座長）設置 

04/10/29 前回の動愛法改正について 城島議員からヒアリング 

 

 



３．ＷＴのこれまでの検討の成果 

 

【外来種対策】 

・ 立法の趣旨の通り、迅速な施行が望まれるが、対象となる特定外来生物の選定に

あたっては、学会やＮＧＯなど有識者の意見を十分に踏まえ、できるだけ多くの生物

種を施行時までに指定することが求められる。その際、基本方針にあるように予防原

則を念頭に、生態系等に係る被害の防止を第一義として選定されるべきである。 

・ アライグマ対策に見られるように外来種問題の解決には、ペットの適正飼育、野生

生物の輸入規制が有効である。外来生物法の施行に合わせ、動物愛護法の改正

を進め、外来種対策と動物愛護を一体として取り組む体制整備が必要である。 

 

【動物愛護法】 

・ 近年多発傾向にある児童虐待や、人間に対する犯罪は、動物虐待と相関関係が

認められ、動物の愛護教育を推進することは、これらの犯罪予防に効果がある。 

・ 環境省検討会は前回の附帯決議を踏まえ、包括的な検討を６回行っている。 

・ ５年前の法改正以降、動物虐待や遺棄などの摘発が増えている。また遺棄される

ペットが多様化し、拾得物として扱う警察は対応に苦慮している。適正飼育や虐待

防止の一層の普及・啓発が必要である。 

・ 住民からの通報を受ける行政や警察の現場が混乱しないよう、動物虐待の定義を

もっと明確にするべきである。 

・ 中越地震の被災動物の救済現場から、以下のような提言を受けた。 

（１）自治体が「動物愛護行政基本計画」を策定し、緊急災害時の動物救護対策・

同行避難を盛り込むこと 

（２）動物愛護推進員制度を活用してボランティアの登録、育成に努めること 

（３）個体識別・不妊去勢手術等、平時からの飼い主責任を徹底すること 

（４）地域防災計画で災害時の動物保護対策等について規定すること 

・ 前回の改正で動物取扱業が届出制になったが、無届けの悪質なペットショップによ

る虐待事例が発生しており、規制のあり方を再検討するべきではないか。良心的な

ペット小売業者や実験動物取扱業者は業の適度な規制を望んでいる。 

・ 動物実験施設については先進国では許認可制のある国が多いが、我が国では届

出制の適用除外で、自主管理となっている。しかし東京理科大など問題が発生し

ており、科学研究の特性を踏まえつつも、動物の福祉や周辺住民の健康被害不安

などに応えることのできるしくみを導入するべきではないか。また国際的に認知されて

いる、実験における３Ｒ原則（代替、削減、苦痛の軽減）を法定化するべきである。 

 

４．ＷＴの今後の予定 

・乗馬クラブ、動物の美容業、訓練所の業界などへの業規制のあり方についてのアンケ

ートや、ペットのネット通販の実態把握など、事務局で予備的調査を行う。 

・ 通常国会開会後、それらを下敷きに、さらなるヒアリングや視察調査、検討を行い、

他党の動きを見ながら、通常国会中の議員立法での改正を目指す。 

 

以 上 


